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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期
第２四半期
累計期間

第27期
第２四半期
累計期間

第26期

会計期間
自平成24年９月１日
至平成25年２月28日

自平成25年９月１日
至平成26年２月28日

自平成24年９月１日
至平成25年８月31日

売上高（千円） 584,864 701,970 1,162,616

経常利益（千円） 87,542 103,976 128,539

四半期（当期）純利益（千円） 85,873 112,336 81,877

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 133,000 133,000 133,000

発行済株式総数（株） 18,786 18,786 18,786

純資産額（千円） 97,578 205,919 93,582

総資産額（千円） 1,683,502 1,640,917 1,660,273

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
49.22 64.39 46.93

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ 45.62 33.30

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 5.8 12.5 5.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△20,816 98,307 164,333

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
6,393 △77,895 △30,299

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△196,996 △178,112 △206,132

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（千円）
186,210 169,924 326,805

　

回次
第26期

第２四半期会計期間
第27期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成24年12月１日
至平成25年２月28日

自平成25年12月１日
至平成26年２月28日

１株当たり四半期純利益金額（円） 38.92 44.78

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等が含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第26期第２四半期累計期間は希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．当社は、平成26年３月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。１株当たり

四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、前事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(１)業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、海外景気の下振れが景気を下押しするリスクが残る一方で、消費

税率引上げに伴う駆け込み需要が強まり、各種政策の効果が下支えするなかで、輸出は横ばいとなっているもの

の、企業収益や雇用情勢及び企業の業況判断は改善し、景気は緩やかに回復しました。

当社の主な販売分野であるＦＰＤ業界におきましては、テレビ向けの液晶パネルに関連する大型液晶パネルの需

要停滞にくわえて、スマートフォンやタブレットＰＣ向けの中小型液晶パネルの設備投資も低調に推移しました。

半導体業界におきましては、ＰＣ需要に加えてＦＡシステムやパワー半導体等幅広い分野向けに需要は広がりを見

せ着実な回復基調にあります。

当社は、このような経済状況のもと、ＦＰＤ分野では独自技術を生かし、液晶製造装置メーカーからの真空装置

部品を中心に受注を獲得しました。半導体分野では、需要拡大が続くなか、既存顧客からの受注品種拡大に注力し

一定の成果を上げました。また、半導体市場の拡大傾向に合わせて生産体制の整備と強化を図っております。その

他分野では、新規に光学関連の装置メーカーとの取引を開始し大口案件を獲得いたしました。損益面では、受注品

種の変化により、材料費と外注費が増加するなか、生産性向上と売上高の増加により営業利益は前年同期を大きく

上回りました。なお、特別利益として補助金収入を10百万円計上しました。

この結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高が701百万円(前年同期比20.0％増)、営業利益は109百万円

(前年同期比36.6％増)、経常利益は103百万円(前年同期比18.8％増)、四半期純利益は112百万円(前年同期比

30.8％増)となりました。

なお、当社は精密切削加工事業のみの単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略しております。

(２)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比べ156百万

円減少し、169百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、98百万円（前年同期は20百万円の使用）となりました。これは主に、増加要因

として、税引前四半期純利益113百万円、減価償却費50百万円及び仕入債務の増加額45百万円、減少要因として売

上債権の増加額32百万円及びたな卸資産の増加額84百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、77百万円（前年同期は６百万円の獲得）となりました。これは有形固定資産及

び無形固定資産の取得による支出77百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、178百万円（前年同期は196百万円の使用）となりました。これは長期借入金の

返済による支出176百万円等によるものであります。

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(４)研究開発活動

当第２四半期累計期間における当社の研究開発活動の金額は、２百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(５)主要な設備

当第２四半期累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
（千円） 資金調達方法 着手年月 完了年月

総額 既支払額

株式会社マルマエ
本社

（鹿児島県出水市）

精密切削

加工事業
マシニングセンタ 23,800 23,800 自己資金 平成25年９月 平成25年10月

株式会社マルマエ
本社

（鹿児島県出水市）

精密切削

加工事業
ＣＮＣ旋盤 22,000 22,000 自己資金 平成25年10月 平成26年２月

合計 － － － 45,800 45,800 － － －

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 73,840

Ａ種優先株式 600

計 74,440

（注）平成25年11月９日開催の取締役会決議及び平成25年11月30日開催の第26回定時株主総会並びに必要な種類株主総会

の決議により、平成26年３月１日付で株式分割に伴う定款の一部変更が行われ、普通株式の発行可能株式総数は、

7,310,160株増加し、7,384,000株となっております。なお、Ａ種優先株式（非上場）につきましては、株式の分割

を実施せず、単元株式数を１株としております。

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年４月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,540 1,854,000
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

（注）２

Ａ種優先株式 246 246 非上場

単元株数

１株

（注）３

計 18,786 1,854,246 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成26年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

２．平成25年11月９日開催の取締役会決議及び平成25年11月30日開催の第26回定時株主総会並びに必要な種類株主

総会の決議により、平成26年３月１日付で株式分割、単元株式数の変更に伴う定款の一部変更が行われ、普通

株式の単元株式数は100株となっております。また、この株式分割により普通株式の株式発行数は1,835,460株

増加し、1,854,000株となっております。なお、Ａ種優先株式（非上場）につきましては、株式の分割を実施

せず、単元株式数を１株としております。

３．Ａ種優先株式の内容は次のとおりです。

(1) 単元株式数

１株

(2) 剰余金の配当

①Ａ種優先配当金

当会社は、Ａ種株式について、平成23年８月31日を含む事業年度に係る剰余金の配当を行わない。当会社

は、平成23年９月１日以降の各事業年度に係る剰余金の配当を行うときは、Ａ種株式を有する株主（以下

「Ａ種株主」という。）又はＡ種株式の登録株式質権者（以下「Ａ種登録株式質権者」という。）に対し、

普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式

質権者」という。）に先立ち、Ａ種株式１株当たりの払込金額（1,000,000円。但し、Ａ種株式について、

株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的

に調整された額とする。）に、剰余金の配当に係る基準日の属する事業年度ごとに下記②に定める年率（以

下「Ａ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位

を四捨五入する。）の剰余金（以下「Ａ種優先配当金」という。）の配当を行う。
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②Ａ種優先配当金の額

Ａ種優先配当年率は、平成23年９月１日以降、次回年率修正日（以下において定義する。）の前日までの

各事業年度について、下記算式により計算される年率とする。

Ａ種優先配当年率＝日本円TIBOR（６か月物）＋1.50％

Ａ種優先配当年率は、％位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。「年率修正日」

は、平成23年９月１日以降の毎年９月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年率修正日とす

る。「日本円TIBOR(６か月物)」とは、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の午前11

時における日本円６か月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR（６か月

物））として全国銀行協会によって公表される数値を指すものとする。日本円TIBOR（６か月物）が公表さ

れていなければ、同日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時におけるユーロ円６か

月物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR６か月物（360日ベース））として

英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（６か

月物）に代えて用いるものとする。

③非累積条項

ある事業年度においてＡ種株主又はＡ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＡ種優先配当

金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。

④非参加条項

Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当は行わない。但し、当会社が

行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金

の配当又は当会社が行う新設分割手続の中で行われる会社法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第

８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

(3) 残余財産の分配

①残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、Ａ種株式１株につき1,000,000円（但し、Ａ種株式について、株式分割、株式併合そ

の他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額と

する。）を支払う。

②非参加条項

Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対しては、上記①のほか残余財産の分配は行わない。

(4) 議決権

Ａ種株主は、株主総会において議決権を有しない。

(5) 種類株主総会における決議

当会社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令に別段の定めのある場合

を除き、Ａ種株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

(6) 普通株式を対価とする取得請求権

①取得請求権の内容

Ａ種株主は、平成28年11月１日から平成32年11月１日までの期間(以下「株式対価取得請求期間」とい

う。)中、下記②に定める条件で、当会社がＡ種株式の全部又は一部を取得するのと引換えに当会社の普通

株式を交付することを請求することができる(以下「株式対価取得請求」という。)。

②株式対価取得請求により交付する普通株式数の算定方法

株式対価取得請求に基づき当会社がＡ種株式の取得と引換えにＡ種株主に対し交付すべき当会社の普通株

式の数は、当該Ａ種株式に係る払込金額の総額(但し、Ａ種株式について、株式分割、株式併合その他調整

が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とす

る。)を本号に定める交付価額で除して算出される数(小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨て

る。)とする。なお、Ａ種株式を取得するのと引換えに交付すべき当会社の普通株式の算出にあたり１株未

満の端数が生じたときは、会社法第167条第３項に従い金銭を交付する。

イ交付価額

交付価額は、平成23年７月20日に始まる連続する30取引日の各取引日の株式会社東京証券取引所(以下

「東京証券取引所」という。)における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配値を含む。)の平均

値(終値のない日数を除く。なお、上記平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位

を四捨五入する。)に相当する金額とする。但し、当該金額が27,000円を下回る場合には、交付価額は

27,000円とする。
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ロ交付価額の調整

(a) 当会社は、Ａ種株式の発行後、下記(b)に掲げる各事由により当会社の普通株式数に変更を生じる場合

又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「交付価額調整式」という。)をもって交

付価額を調整する。

調整後

交付価額
＝
調整前

交付価額
×
既発行普通株式数 ＋

交付普通株式数 × １株当たりの払込金額

１株当たり時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

交付価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

交付価額調整式で使用する「１株当たり時価」は、調整後の交付価額を適用する日に先立つ45取引日目

に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配

表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。なお、上記平均値の計算は、円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。交付価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の各取引に係る基準日が定められている場合はその日、また

当該基準日が定められていない場合は、調整後の交付価額を適用する日の１か月前の日における当会社

の発行済普通株式数から、当該日における当会社の有する当会社の普通株式数を控除したものとする。

交付価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、普通株式の株式の分割が行われる場合には、株式の

分割により増加する普通株式数（基準日における当会社の有する普通株式に関して増加した普通株式数

を含まない。）とし、普通株式の併合が行われる場合には、株式の併合により減少する普通株式数（効

力発生日における当会社の有する普通株式に関して減少した普通株式数を含まない。）を負の値で表示

して使用するものとする。交付価額調整式で使用する「１株当たりの払込金額」は、下記(b)(i)の場合

は当該払込金額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合には適正な評価額、無償割当ての場合は０

円）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０円、下記(b)(iii)の場合は下記(b)(v)で定める対価の額とす

る。

(b) 交付価額調整式によりＡ種株式の交付価額の調整を行う場合及びその調整後の交付価額の適用時期につ

いては、次に定めるところによる。

(i) 上記(a)に定める１株当たり時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合（無償割当て

の場合を含む。）（但し、当会社の交付した取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項

付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ロにおいて同じ。）の取得と引換

えに交付する場合又は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。以下本ロにおいて同じ。)その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行使により交付す

る場合を除く。）

調整後の交付価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、当会社普通

株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当てのための基準日がある場合は、

その日の翌日以降これを適用する。

(ii) 普通株式の株式分割をする場合

調整後の交付価額は、普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権であって、その取得と引換えに

上記(a)に定める１株当たり時価を下回る対価（下記(v)において定義される。以下同じ。）をもっ

て普通株式を交付する定めがあるものを交付する場合（無償割当ての場合を含む。）、又は上記

(a)に定める１株当たり時価を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権その他

の証券若しくは権利を交付する場合（無償割当ての場合を含む。）

調整後の交付価額は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約

権、又は新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが

当初の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして交付価額調整式

を準用して算出するものとし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用す

る。但し、当会社の普通株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割

当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。
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(iv) 普通株式の併合をする場合

調整後の交付価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

(v) 上記(iii)における対価とは、取得請求権付株式等の交付に際して払込みその他の対価関係にある

支払がなされた額（時価を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権の場合に

は、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、その取得、転換、交換又

は行使に際して取得請求権付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金

額を、その取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。

(c) 上記(b)に定める交付価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必要な

交付価額の調整を行う。

(i) 当会社を存続会社とする合併、株式交換、会社分割又は株式移転のために交付価額の調整を必要と

するとき。

(ii) 交付価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の交付価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(d) 交付価額調整式により算出された調整後の交付価額と調整前の交付価額との差額が１円未満の場合は、

交付価額の調整は行わないものとする。但し、かかる調整後の交付価額は、その後交付価額の調整を必

要とする事由が発生した場合の交付価額調整式において調整前交付価額とする。

(e) 交付価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ａ種株主又はＡ種登録株式質

権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の交付価額、適用の日及びその他の必要事項を通知しな

ければならない。

(7) 金銭を対価とする取得請求権

①金銭を対価とする取得請求権の内容

Ａ種株主は、当会社に対し、平成28年11月１日以降、毎年11月１日に、Ａ種株式の全部又は一部の取得と

引換えに金銭を交付することを請求（以下「金銭対価取得請求」という。）することができる。当会社は、

かかる金銭対価取得請求がなされた場合には、当該金銭対価取得請求が効力を生じた日（以下「金銭対価取

得請求日」という。）における取得上限額（下記②において定義される。）を限度として法令上可能な範囲

で、金銭対価取得請求日に、Ａ種株式の全部又は一部の取得と引換えに、金銭の交付を行うものとする。こ

の場合において、取得上限額を超えて金銭対価取得請求がなされた場合には、当会社が取得すべきＡ種株式

は金銭対価取得請求がなされた株数に応じた比例按分の方法により決定する。

②取得価額

金銭対価取得請求が行われた場合におけるＡ種株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円（但し、Ａ種

株式について、株式分割、株式併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取

締役会により合理的に調整された額とする。）とする。

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなされた事業年度の直前の事業年度末日（以下「分配可能額計算

日」という。）における分配可能額（会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。)を基準とし、

分配可能額計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日（同日を含まない。）までの間において、(i)当会社

株式に対してなされた剰余金の配当、並びに(ii)本(7)又は(9)若しくは取得することを当会社取締役会にお

いて決議されたＡ種株式の取得価額の合計を減じた額とする。但し、取得上限額がマイナスの場合は０円と

する。また、分配可能計算日における貸借対照表に計上されている現金及び預金の合計額から取得上限額を

減じた額が150,000,000円を下回る場合は当該額とし、当該額がマイナスの場合は０円とする。

(8) 普通株式を対価とする取得条項

①普通株式を対価とする取得条項の内容

当会社は、平成28年11月１日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日の到来をもって、Ａ種株式

の全部又は一部を取得するのと引き換えに、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対して当会社の普通株式を

交付することができる（以下「株式対価強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合において取得す

るＡ種株式は、比例按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。

②株式対価強制取得により交付する普通株式数の算定方法

株式対価強制取得に基づき当会社がＡ種株式の取得と引換えにＡ種株主に対し交付すべき当会社の普通株

式の数は、当該Ａ種株式に係る払込金額の総額（但し、Ａ種株式について、株式分割、株式併合その他調整

が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とす

る。）を交付価額で除して算出される数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。）とす

る。なお、Ａ種株式を取得するのと引換えに交付すべき当会社の普通株式の算出にあたり１株未満の端数が

生じたときは、会社法第234条に従ってこれを取り扱う。
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(9) 金銭を対価とする取得条項

①金銭を対価とする取得条項の内容

当会社は、平成23年９月１日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日（以下「金銭対価強制取得

日」という。）の到来をもって、Ａ種株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金銭対価強制取得

日における分配可能額を限度として、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対して金銭を交付することができ

る（以下「金銭対価強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合において取得するＡ種株式は、比例

按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。

②取得価額

金銭対価強制取得が行われる場合におけるＡ種株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円（但し、Ａ種

株式について、株式分割、株式併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取

締役会により合理的に調整された額とする。）とする。

(10)会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはない。

(11)議決権を有しないこととしている理由

当社は、Ａ種優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行している。普通株式は、株主としての

権利内容に制限のない株式であるが、Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。これは、Ａ種

優先株式を配当金や残余財産の分配について優先権を持つ代わりに議決権がない内容としたものである。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年12月１日～
平成26年２月28日

－

普通株式
18,540

Ａ種優先株式
246

－ 133,000 － 123,000

（注）平成26年３月１日をもって普通株式１株を100株に株式分割し、普通株式の発行済株式総数は1,835,460株増加し、

1,854,000株となっております。なお、Ａ種優先株式（非上場）につきましては、株式の分割を実施しておりませ

ん。
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（６）【大株主の状況】

平成26年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

前田　俊一 鹿児島県出水市 9,277 49.38

前田　美佐子 鹿児島県出水市 840 4.47

マルマエ共栄会 鹿児島県出水市高尾野町大久保3816番41 324 1.72

前田　良子 鹿児島県出水市 300 1.60

五十嵐　光栄 鹿児島県出水市 279 1.49

齋藤　格 宮城県仙台市青葉区 269 1.43

株式会社鹿児島銀行 鹿児島県鹿児島市金生町６番６号 218 1.16

中川　信幸 千葉県船橋市 181 0.96

石川　美智子 滋賀県大津市 177 0.94

マルマエ従業員持株会 鹿児島県出水市高尾野町大久保3816番41 168 0.89

計 － 12,033 64.05

（注）上記のほか、自己株式が1,094株あります。

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は以下のとおりであります。

 平成26年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

前田　俊一 鹿児島県出水市 9,277 53.18

前田　美佐子 鹿児島県出水市 840 4.81

マルマエ共栄会 鹿児島県出水市高尾野町大久保3816番41 324 1.86

前田　良子 鹿児島県出水市 300 1.72

五十嵐　光栄 鹿児島県出水市 279 1.60

齋藤　格 宮城県仙台市青葉区 269 1.54

中川　信幸 千葉県船橋市 181 1.04

石川　美智子 滋賀県大津市 177 1.01

マルマエ従業員持株会 鹿児島県出水市高尾野町大久保3816番41 168 0.96

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 159 0.91

計 － 11,974 68.63
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式 246 － （注）

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,094 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,446 17,446 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 18,786 － －

総株主の議決権 － 17,446 －

（注）Ａ種優先株式の内容は、（１）株式の総数等　②発行済株式に記載のとおりであります。

②【自己株式等】

平成26年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社マルマエ
鹿児島県出水市高尾
野町大久保3816番41

1,094 － 1,094 5.82

計 － 1,094 － 1,094 5.82

２【役員の状況】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)

四半期報告書

12/24



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成25年12月１日から平成26

年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年９月１日から平成26年２月28日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、三優監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年８月31日)

当第２四半期会計期間
(平成26年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 326,805 169,924

受取手形及び売掛金 283,174 287,338

電子記録債権 87,237 115,663

商品及び製品 6,903 10,555

仕掛品 33,056 107,457

原材料及び貯蔵品 446 6,823

その他 10,412 4,752

貸倒引当金 △943 △1,028

流動資産合計 747,093 701,486

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 297,209 288,696

構築物（純額） 6,414 5,370

機械及び装置（純額） 230,667 304,557

車両運搬具（純額） 2,948 2,509

工具、器具及び備品（純額） 3,032 2,975

土地 289,783 289,783

リース資産（純額） 800 －

建設仮勘定 67,692 30,747

有形固定資産合計 898,548 924,640

無形固定資産 6,060 6,387

投資その他の資産
※ 8,570 ※ 8,403

固定資産合計 913,179 939,430

資産合計 1,660,273 1,640,917

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 20,747 66,542

1年内返済予定の長期借入金 176,802 －

未払法人税等 5,283 2,976

受注損失引当金 1,500 2,600

その他 56,700 57,547

流動負債合計 261,033 129,667

固定負債

長期借入金 1,303,458 1,303,458

資産除去債務 1,598 1,606

その他 600 266

固定負債合計 1,305,657 1,305,330

負債合計 1,566,691 1,434,998
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年８月31日)

当第２四半期会計期間
(平成26年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 133,000 133,000

資本剰余金 123,000 123,000

利益剰余金 △162,417 △50,080

株主資本合計 93,582 205,919

純資産合計 93,582 205,919

負債純資産合計 1,660,273 1,640,917
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成25年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成26年２月28日)

売上高 584,864 701,970

売上原価 410,220 500,536

売上総利益 174,643 201,434

販売費及び一般管理費
※ 94,189 ※ 91,508

営業利益 80,453 109,926

営業外収益

受取利息 34 37

為替差益 16,015 1,514

その他 330 352

営業外収益合計 16,380 1,904

営業外費用

支払利息 8,986 7,711

その他 305 143

営業外費用合計 9,291 7,854

経常利益 87,542 103,976

特別利益

補助金収入 － 10,000

特別利益合計 － 10,000

特別損失

固定資産除却損 35 5

特別損失合計 35 5

税引前四半期純利益 87,507 113,970

法人税、住民税及び事業税 1,633 1,633

法人税等合計 1,633 1,633

四半期純利益 85,873 112,336
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成25年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成26年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 87,507 113,970

減価償却費 57,496 50,034

有形固定資産除却損 35 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,597 62

受注損失引当金の増減額（△は減少） 300 1,100

受取利息及び受取配当金 △34 △37

支払利息 8,986 7,711

為替差損益（△は益） △13,619 △819

売上債権の増減額（△は増加） △150,712 △32,589

たな卸資産の増減額（△は増加） △26,492 △84,429

仕入債務の増減額（△は減少） 12,198 45,795

未収消費税等の増減額（△は増加） － △76

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,786 △1,104

その他 16,383 10,484

小計 △9,140 110,104

利息及び配当金の受取額 35 37

利息の支払額 △8,794 △8,572

法人税等の還付額 6 9

法人税等の支払額 △2,924 △3,272

営業活動によるキャッシュ・フロー △20,816 98,307

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,505 △76,493

無形固定資産の取得による支出 △6,804 △1,425

従業員に対する貸付金の回収による収入 203 －

長期貸付金の回収による収入 － 22

差入保証金の回収による収入 21,500 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,393 △77,895

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △194,009 △176,802

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,987 △1,310

財務活動によるキャッシュ・フロー △196,996 △178,112

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,619 819

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △197,800 △156,881

現金及び現金同等物の期首残高 384,011 326,805

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 186,210 ※ 169,924
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（四半期貸借対照表関係）

※　　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成25年８月31日）
当第２四半期会計期間
（平成26年２月28日）

投資その他の資産 3,150千円 3,127千円

（四半期損益計算書関係）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日）

役員報酬 22,676千円 25,668千円

給料手当 20,188 20,584

貸倒引当金繰入額 3,624 85

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成24年９月１日
至 平成25年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成26年２月28日）

現金及び預金 186,210千円 169,924千円

現金及び現金同等物 186,210 169,924
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成24年９月１日　至　平成25年２月28日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成25年９月１日　至　平成26年２月28日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自　平成24年９月１日　至　平成25年２月28日）及び当第２四半期累計期間（自　平

成25年９月１日　至　平成26年２月28日）

当社は、精密切削加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成24年９月１日
至　平成25年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自　平成25年９月１日
至　平成26年２月28日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 49円22銭 64円39銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 85,873 112,336

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 85,873 112,336

普通株式の期中平均株式数（株） 1,744,600 1,744,600

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 45円62銭

（算定上の基礎）         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 717,698

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期累計期間は希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．当社は、平成26年３月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

株式分割及び単元株制度の採用について

当社は、平成25年11月９日開催の取締役会決議に基づき、平成26年３月１日付で株式分割及び単元株制度の導

入を実施いたしました。

（１）株式分割、単元株制度の採用の目的

単元株式数（売買単位）を100株に統一することを目的として全国証券取引所が公表した「売買単位の

集約に向けた行動計画」（平成19年11月27日付）及び「売買単位の100株と1000株への移行期限の決定に

ついて」（平成24年１月19日付）の趣旨に鑑み、株式分割を実施し、単元株制度を採用いたします。これ

らの取り組みにより、本株式分割及び単元株制度の採用に伴う投資単位の実質的な変更はありません。な

お、Ａ種優先株式（非上場）につきましては、株式の分割を実施せず、単元株式数を1株といたします。

（２）株式分割の概要

①分割の方法

平成26年２月28日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有普通株式１株につき、100株の割

合をもって分割いたしました。

②分割により増加した株式数

株式分割前の発行株式数　　　　　普通株式　　　　　18,540株

Ａ種優先株式 　　　　246株

合計　　　　　　　18,786株

今回の分割により増加した株式数　普通株式 　　　1,835,460株

株式分割後の発行済株式総数　　　普通株式 　　　1,854,000株

Ａ種優先株式 　　　　246株

合計 　　　　　1,854,246株

株式分割後の発行可能株式総数　　普通株式 　　　7,384,000株

Ａ種優先株式 　　　　600株

合計 　　　　　7,384,600株

③分割の日程

基準日公告日　平成26年２月３日

基準日　　　　平成26年２月28日

効力発生日　　平成26年３月１日

④新株予約権行使価額の調整

株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たりの行使価額を平成26年３月１日以降、以下のと

おり調整いたします。

種類 調整前権利行使価額 調整後権利行使価額

第２回新株予約権 50,000円 500円

第３回新株予約権 180,000円 1,800円

第４回新株予約権 210,500円 2,105円

第５回新株予約権 215,500円 2,155円

第６回新株予約権 215,500円 2,155円

（３）単元株制度の概要

①新設した単元株式の数

株式分割の効力発生日である平成26年３月１日をもって単元株制度を採用し、単元株式数を100株、

Ａ種優先株式数を１株といたしました。

②新設の日程

効力発生日　平成26年３月１日

（参考）平成26年２月26日をもって、東京証券取引所における売買単位も100株に変更されました。

（４）その他

当該株式分割による影響については、（１株当たり情報）に記載しております。
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２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)

四半期報告書

22/24



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 平成26年４月11日

株式会社マルマエ 

 取締役会　御中  

 三優監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　秀嗣　　　印

 業務執行社員 公認会計士 堤　剣吾　　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マルマ

エの平成25年９月１日から平成26年８月31日までの第27期事業年度の第２四半期会計期間（平成25年12月１日から平成26

年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年９月１日から平成26年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マルマエの平成26年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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